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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第49期
第１四半期
連結累計期間

第50期
第１四半期
連結累計期間

第49期

会計期間
自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日

自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日

自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日

売上高 （千円） 878,292 1,123,293 4,039,079

経常利益 （千円） 15,405 12,472 140,663

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益又は親会社株主に帰属

する四半期純損失（△）

（千円） 12,174 △18,368 240,342

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 14,929 △20,781 150,513

純資産額 （千円） 1,850,985 1,965,787 1,986,568

総資産額 （千円） 4,834,772 4,852,047 5,025,521

１株当たり四半期（当期）純利益

又は四半期純損失（△）
（円） 2.39 △3.61 47.30

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 38.2 40.2 39.3

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　なお、当第１四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分を変更しております。詳細は「第４　経理の状況　

１　四半期財務諸表　注記事項（セグメント情報等）に記載のとおりであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

　当第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日～平成28年６月30日）におけるわが国経済は、引き続き雇用・所得

環境に改善が見られるなど、緩やかな回復基調で推移しました。しかし、その一方で、為替の円高進行から企業収益

の改善に足踏みが見え始めるとともに、中国をはじめとするアジア新興国の景気減速や英国が欧州連合（ＥＵ）離脱

を決定するなど海外経済の不確実性による下振れリスクを抱え、先行きは不透明な状況が続いております。

　このような環境のなかで当社グループは、事業の柱であるソフトウエア開発及び関連業務やコンピュータ関連サー

ビス事業を中心に、グループ間で連携を取りながら提案営業の強化に取り組んでまいりました。

　当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高は11億23百万円（前年同期比27.9％増）となりましたが、新規事業や

新会社譲受（M&A）に伴う減価償却費及びのれん償却の増加により、営業利益は17百万円（前年同期比428.5％増）、

経常利益は12百万円（前年同期比19.0％減）にとどまりました。これに、株価下落による投資有価証券評価損30百万

円等の特別損益の計上及び税金費用等を加味した結果、親会社株主に帰属する四半期純損失は18百万円（前年同四半

期は12百万円の純利益）となりました。

　当第１四半期連結累計期間におけるセグメントの業績は次のとおりです。

　なお、当第１四半期連結会計期間より、報告セグメントとして記載する事業セグメントを変更しており、当第１四

半期連結累計期間の比較・分析は、変更後の区分に基づいております。

　当社グループの報告セグメントは、業績の評価、事業戦略の構築、経営資源の配分等を行ううえで重要性に基づい

て決定しており、「情報処理事業」、「不動産事業」、「レンタカー事業」、「人材関連事業」の４つで構成されて

います。

　当第１四半期連結累計期間におけるセグメントの業績は、情報処理事業では売上高は８億77百万円、営業利益は34

百万円、不動産事業では売上高は35百万円、営業利益は11百万円、レンタカー事業では売上高は14百万円、営業損失

18百万円、人材関連事業では売上高は１億48百万円、営業利益は３百万円となりました。これに、その他及び調整額

を加味した結果、営業利益は上述のように17百万円となりました。

 

(2）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 16,000,000

計 16,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成28年６月30日）

提出日現在
発行数（株）

（平成28年８月９日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 5,115,492 5,115,492

東京証券取引所

JASDAQ

（スタンダード）

単元株式数は1,000株

であります。

計 5,115,492 5,115,492 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成28年４月１日～平成

28年６月30日
－ 5,115 － 1,612 － －

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

34,000
－ －

完全議決権株式（その他）
普通株式

5,058,000
5,058 －

単元未満株式
普通株式

23,492
－ －

発行済株式総数 5,115,492 － －

総株主の議決権 － 5,058 －

（注）１　当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成28年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

２　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が18,000株（議決権18個）

含まれております。

 

②【自己株式等】

平成28年６月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

KYCOMホールディングス㈱

福井県福井市月見五丁目４

番４号
34,000 － 34,000 0.66

計 － 34,000 － 34,000 0.66

 

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平

成28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、アスカ監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 677,276 720,726

受取手形及び売掛金 618,602 475,816

有価証券 238,131 168,182

商品 8,615 11,580

仕掛品 25,374 87,460

原材料及び貯蔵品 1,198 1,674

その他 235,803 205,147

貸倒引当金 △12,764 △789

流動資産合計 1,792,236 1,669,798

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 622,867 618,368

土地 1,228,801 1,228,801

その他（純額） 390,394 399,559

有形固定資産合計 2,242,062 2,246,729

無形固定資産   

のれん 213,437 201,152

その他 13,705 13,031

無形固定資産合計 227,142 214,183

投資その他の資産   

投資有価証券 460,285 412,982

その他 339,078 343,673

貸倒引当金 △35,887 △35,887

投資その他の資産合計 763,477 720,768

固定資産合計 3,232,682 3,181,681

繰延資産 601 567

資産合計 5,025,521 4,852,047
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  (単位：千円)

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 69,669 64,838

短期借入金 280,000 230,000

1年内返済予定の長期借入金 311,021 299,792

未払金 458,212 402,220

未払法人税等 48,628 4,221

賞与引当金 74,232 115,328

その他 167,992 211,820

流動負債合計 1,409,755 1,328,222

固定負債   

長期借入金 1,440,645 1,360,719

退職給付に係る負債 79,878 79,471

その他 108,672 117,847

固定負債合計 1,629,197 1,558,037

負債合計 3,038,952 2,886,260

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,612,507 1,612,507

利益剰余金 327,633 309,264

自己株式 △9,108 △9,108

株主資本合計 1,931,031 1,912,663

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 41,660 41,886

為替換算調整勘定 2,796 △4,449

その他の包括利益累計額合計 44,456 37,437

非支配株主持分 11,080 15,686

純資産合計 1,986,568 1,965,787

負債純資産合計 5,025,521 4,852,047
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(2)【四半期連結損益及び包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  (単位：千円)

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

売上高 878,292 1,123,293

売上原価 709,042 878,994

売上総利益 169,249 244,298

販売費及び一般管理費 165,850 226,337

営業利益 3,398 17,961

営業外収益   

受取利息及び配当金 5,631 6,004

有価証券運用益 6,445 －

その他 5,516 8,071

営業外収益合計 17,593 14,075

営業外費用   

支払利息 4,462 5,854

有価証券運用損 － 12,219

その他 1,123 1,491

営業外費用合計 5,585 19,564

経常利益 15,405 12,472

特別利益   

投資有価証券売却益 － 3,906

違約金損失引当金戻入益 5,847 －

特別利益合計 5,847 3,906

特別損失   

投資有価証券評価損 － 30,986

固定資産除却損 40 －

特別損失合計 40 30,986

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
21,213 △14,606

法人税、住民税及び事業税 10,595 △843

法人税等合計 10,595 △843

四半期純利益又は四半期純損失（△） 10,617 △13,762

（内訳）   

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
12,174 △18,368

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
△1,556 4,605

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 2,655 226

為替換算調整勘定 1,656 △7,244

その他の包括利益 4,311 △7,018

四半期包括利益 14,929 △20,781

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 16,485 △25,386

非支配株主に係る四半期包括利益 △1,556 4,605
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報

告第32号　平成28年６月17日）を当第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設

備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　なお、当該変更による当第１四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表に与える影響額は軽微であります。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

税金費用の計算

　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しておりま

す。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

　なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む）及びのれんの

償却額は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

減価償却費 10,097千円 27,988千円

のれんの償却費 6,559千円 12,285千円

 

（株主資本等関係）

前第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

１．配当金支払額

　該当事項はありません。

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

　該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

１．配当金支払額

　該当事項はありません。

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益及び包
括利益計算
書（注）３

 
情報処理
事業

不動産事業 計

売上高        

外部顧客への売上高 869,977 7,523 877,501 791 878,292 － 878,292

セグメント間の内部売上

高又は振替高
2,227 5,621 7,848 900 8,748 △8,748 －

計 872,205 13,144 885,349 1,691 887,041 △8,748 878,292

セグメント利益又は損失

（△）
28,674 △3,012 25,661 △7,569 18,092 △14,694 3,398

（注）１　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、当社及び子会社の一部の事業を

含んでおります。

２　セグメント利益又は損失（△）の調整額には、各報告セグメントに配分していない全社収益及び全社費用が

含まれております。全社収益は各グループ会社からの経営指導料等であり、全社費用は主に報告セグメント

に帰属しない持株会社運営に係る費用であります。

３　セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っておりま

す。

 

当第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：千円）

 報告セグメント その他
（注）
１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益及び包
括利益計算
書（注）３

 
情報処理
事業

不動産
事業

レンタ
カー事業

人材関連
事業

計

売上高          

外部顧客への売上高 872,145 28,384 14,902 148,457 1,063,889 59,403 1,123,293 － 1,123,293

セグメント間の内部売上

高又は振替高
5,313 7,112 － 9 12,434 － 12,434 △12,434 －

計 877,459 35,496 14,902 148,466 1,076,324 59,403 1,135,728 △12,434 1,123,293

セグメント利益又は損失

（△）
34,973 11,223 △18,753 3,956 31,399 2,282 33,682 △15,720 17,961

（注）１　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、当社及び子会社の一部の事業を

含んでおります。

２　セグメント利益又は損失（△）の調整額には、各報告セグメントに配分していない全社収益及び全社費用が

含まれております。全社収益は各グループ会社からの経営指導料等であり、全社費用は主に報告セグメント

に帰属しない持株会社運営に係る費用であります。

３　セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っておりま

す。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

　前連結会計年度末より、従来「その他」に含まれていた「レンタカー事業」、また、当第１四半期連結会計期間よ

り、従来「その他」に含まれていた「人材関連事業」について量的な重要性が増したため報告セグメントとして記載

する方法に変更しております。

　なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報は、当第１四半期連結累計期間の報告セグメントの区分に基づ

き作成したものを開示しております。
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　また、「会計方針の変更」に記載のとおり、当第１四半期連結会計期間に「平成28年度税制改正に係る減価償却方

法の変更に関する実務上の取扱い」を適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価

償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　なお、この変更による当第１四半期連結累計期間のセグメント情報に与える影響額は軽微であります。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損

失金額（△）
2円39銭 △3円61銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は親会社株主

に帰属する四半期純損失金額（△）（千円）
12,174 △18,368

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益金額

又は普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純損失

金額（△）（千円）

12,174 △18,368

普通株式の期中平均株式数（株） 5,081,139 5,081,046

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年８月９日

KYCOMホールディングス株式会社

取締役会　御中

 

アスカ監査法人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 田　中　大　丸　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 法　木　右　近　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているKYCOMホールディ

ングス株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成28年４月

１日から平成28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四

半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、KYCOMホールディングス株式会社及び連結子会社の平成28年６月30日

現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

(注) １　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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